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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

 

 

 

平成 23 年（2011 年）5 月 16 日、市長は「財政非常事態宣言」を行い、今後は、「借金

と貯金の取崩しに頼って予算を組む」という｢赤字体質｣から抜け出し、「収入に合わせて支出

を組む」財政規律を基本に、抜本的な行政改革に取り組む姿勢を明らかにしました。 

この宣言のもと、本市は、「行政の維新プロジェクト」として、新たな行政改革に取り組ん

でいるところです。同年 8 月末には、国や大阪府の動向、他市平均との比較などを踏まえて

「第 2 期財政健全化計画(案)前期計画」を見直し、取組方策の拡充や具体策の追加、効果見

込額の上方修正を行うことで、「行政の維新プロジェクト」の年次目標達成への道筋を「改革

の工程」としてまとめました。 

収入率の向上による市税収入の確保をはじめ、職員給与のカットや職員体制の見直しによ

る人件費の削減や、市が独自で実施している事業を中心に行った「事業の見直し」等により、

平成 23 年度（2011 年度）は、当初予算に計上していた赤字地方債（臨時財政対策債）を

発行せず、平成 24 年度（2012 年度）においても計上することなく当初予算案を編成する

ことができました。まずは、赤字体質からの脱却の第一段階、「借金に頼らない」という目標

を達成できたものです。 

しかしながら、収支改善の効果額としては、平成 23 年度は工程上の目標を上回るものの、

平成 24 年度以降については目標達成の目途が立っていません。また、財政構造の弾力性を

示す指標である経常収支比率についても、平成 23 年度の決算においては人件費削減の取組

などを反映し、平成 22 年度（2010 年度）決算と比較して 0.6 ポイント改善しましたが、

依然として 100％を超えています

注(1)
。 

本市の財政状況を見通した場合、今後も景気の低迷や少子高齢化の進展等により厳しい財

政運営が続くことが予想されます。また、国の財政が慢性的に危機的状況にあることから、

今後、国庫補助金や地方交付税などの削減による地方財政への影響も懸念されるところです。 

こうした中にあって、平成 24 年度には、市政運営システムの刷新に取り組み、機構改革

により、企画・財務部門の統合、資産経営を一括して担う組織を新設して改革を強力に推進

するための体制を整備しました。また、庁内分権を推進し、各部長に予算編成や人事に関す

る権限を大幅に移譲することにより、市民ニーズや地域事情を最も把握している各部におい

て最適な事業体系を再構築することとし、マネジメント力の強化も図っています。 

そのうえで、新たな収支見通しを立て、各課題についても取組項目の見直しやさらなる追

加を行い、改めて達成すべき目標を示した「行政の維新プロジェクト」改革の工程（平成 24

年度改訂版）を作成しました。 

今後とも、歳入の確保をはじめ、事業の選択と集中によって市民サービスの質的向上と最

適化を図る取組を進めることにより、将来世代に過度な負担を残すことなく、持続可能で安

定した財政基盤を確立し、市民満足度の高い市政を推進してまいります。

                                                   
注

(1)
平成13年度(2001年度)に経常収支比率の算定方式が変更され、現行の方式では、分母に赤字地方債発行額を

含めて算出することになっています。赤字地方債を含めない旧方式により算定した場合、平成22年度決算額は

102.9％となり、平成23年度決算額は102.3％となります。 

 

１１１１    「「「「行政行政行政行政のののの維新維新維新維新プロプロプロプロジェクトジェクトジェクトジェクト」」」」改革改革改革改革のののの工程工程工程工程（（（（平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度

改訂版改訂版改訂版改訂版））））のののの作成作成作成作成についてについてについてについて    
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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

 

１ 基本的な考え方 

（１）将来世代への負担の先送りをしないため、資産形成に寄与しない赤字補てんの「借金」

にあたる赤字地方債（臨時財政対策債）を発行しません。 【平成23年度決算で達成】 

（２）持続可能な財政運営を図るため、必要な調整機能を果たす「貯金」にあたる財政調整

基金を決算において取り崩しません。          【平成25年度決算で達成】 

（３）柔軟な財政構造のもと、持続可能で市民満足度の高い市政を推進するため、経常収支

比率95％を達成します。                【平成26年度決算で達成】  

２ 具体的な取組 

基本的な考え方の下、新たな財政健全化の計画及び毎年の実施計画、予算編制方針を策

定・運用することで、プロジェクトの目標達成に向けた全体的な進行管理を行います。 

（１）現場に近いところで適確に市民ニーズを把握し、効果的・効率的な事業実施が可能と

なるよう、一般財源ベースでの次年度の配分予算について、対象となる性質費目の大幅

な拡充を行い、事業所管の各部長へ予算編成権を移譲します。 

（２）ハード・ソフト両面での市単独事業については、市民サービスの質的向上と最適化を目

指すことを踏まえて事業の重要性や必要性をより厳格に精査を行ったものを除き、新規・

拡充を行いません。 

（３）国や大阪府の補助事業であっても、市民サービスの質的向上と最適化を目指すことを踏

まえて事業の重要性や必要性を十分精査した場合に限り、新規・拡充を図ります。 

（４）継続事業についても、市民サービスの質的向上と最適化を目指し徹底した見直しを行い、

事業の継続、廃止・縮小を図ります。 

（５）予算執行段階においても、効果的で適切な予算の執行に努め、事業費の節減を図り、次

年度の予算編成に反映させます。 

（６）市税、国民健康保険料、保育所保育料などの徴収率の向上や、使用料・手数料等の改定

による受益者負担の適正化など、歳入の確保を図ります。 

（７）特定目的基金の活用や公有財産の利活用など、市民共有の財産を有益に活用することに

より資金の確保を図ります。 

 

年次目標 

 

 平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

赤字地方債 

決算において 

発行しない 

予算編成において 

財源補てんに用いない 

 

 

財

源

の

補

て

ん

 

財政調整基金   

決算において 

取り崩さない 

 

経常収支比率    ９５％ 

２２２２    財政運営方針財政運営方針財政運営方針財政運営方針 
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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１）既成の概念を前提とせず、市民、事業者、職員など広くアイデアを求め、歳入確保に

効果があると考えられることはすべて検討し、有効なものは速やかに実施します。 

（２）費用対効果の観点を重視し、有効な方策から優先的に実施する。また、実効性のある

取組とするため、年次計画を策定し計画的に取り組みます。 

（３）広告収入の拡大など所管における積極的・主体的な財源確保策については、予算配分

において一定の加算を行います。 

（４）必要な場合は、統一的な基準や窓口等を設置するなど、具体的な推進のための方策を

講じます。 

（５）制度設計に時間を要する方策については、実現に向けた具体的な検討に速やかに着手

します。 

 

 

２ 既存の歳入確保策の充実 

（１）市税収入の確保（収入率の向上、コンビニ収納の実施） 

（２）受益者負担の適正化（使用料・手数料・自己負担金・減免基準の見直し） 

（３）公有財産の積極的な利活用と売却 

（４）広告事業の推進 

（５）公共施設駐車場有料化の推進 

 

 

３ 新たな方策の取組 

（１）従来の広告掲載による収入増加という手法に限らず、イベント開催における民間事業

者とのタイアップ等を推進し、官民ともに効果があがるような手法に取り組みます。 

３３３３    歳入確保歳入確保歳入確保歳入確保のためののためののためののための方策方策方策方策 
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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

 

主な取組のスケジュールと効果見込額 

 

（単位：億円） 

 

                                                   
注(2) 公有財産の売却による歳入については、経常的な事業に充当するのではなく、公共施設最適化等のための財

源として、公共施設等整備基金などへの積立を基本とします。 

 

取組項目 

平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

 

   

収入率の向上による 

市 税 収 入 の 確 保 

１．３ ５．１ ５.８ ５.８ 

検討 実施   

（うちコンビニ収納分） 

 

（０.４） （０.４） （０.４） 

検討 実施・検討   
使用料・手数料・自己負担金・ 

減免基準見直しによる 

受益者負担の適正化 

 

１.８ ４.８ ５.１ 

検討 実施① 実施② 実施③ 

公有財産の利活用と売却

注(2)

 

 ① 

１０.０ 

② 

１０.０ 

③ 

１０.０ 

 

   

広告事業の推進 

０．０１ ０.１１ ０.１６ ０.１６ 

検討 実施・検討    

公共施設駐車場有料化 

 

 

０.０４ ０.２ ０.２ 

１７．０ ２０.９ ２１.２ 

効果見込額 小計 ２.９ 

（０.４） （０.４） （０.４） 

１．６ 

実施 

（―） 

― 

― 

実施 
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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

 

１ 基本的な考え方 

市民に信頼される効率的で質の高い行政の実現をめざし、「わたり」の廃止をはじめとす

る給与制度改革や職員数の削減、さらには組織を支える職員のモチベーションを高める人事

制度改革や研修制度改革など、抜本的な公務員制度改革に取り組みます。 

２ 給与制度改革 

（１） 実質わたりの廃止など職務給原則を徹底し、メリハリのある給与制度の実現をめざします。

【実施済】 

（２）市民理解の得られない独自制度を撤廃し、国・府準拠の徹底を図ります。【実施済】 

（３） 役職に応じた給料カットの実施により給与水準の適正化を図り、人件費を削減します。

【実施済】 

３ 人事制度改革 

（１）退職者の外郭団体等への再雇用あっせんを廃止します。【実施済】 

（２）希望降任制度を導入します。【実施済】 

（３）役職別定数の考え方を導入し、役職者数を削減します。【実施中】 

（４）課長代理級の管理職化や主任の新設など、職務・職階制度を見直します。【一部実施済】 

（５）全職員が昇任・異動の希望やキャリアプラン等を提出できる自己申告制度を実施します。

【実施済】 

（６）休暇制度を見直します。【夏期休暇は実施済、その他休暇は見直し中】 

（７）人事評価結果を給与・昇任・昇格に反映します。【実施中】 

（８）分限基準を策定します。【平成24年9月1日より実施予定】 

（９）部長級職員登用制度を構築します。【実施済】 

（10）再任用制度を見直します。 

（11）非常勤職員制度を見直します。 

４ 福利厚生制度改革 

（１）仕事と生活と健康のバランスを高める制度を構築します。【実施中】 

（２）福利厚生制度を継続的に見直します。【実施中】 

５ 研修制度改革 

（１）意識改革を徹底します。【実施中】 

（２）外部講師等を活用します。【実施中】 

（３）人事制度との連携を図ります。【一部実施済】 

（４）管理監督職員の能力向上を図ります。【実施中】 

（５）職員のキャリアプランを支援します。【実施中】 

４４４４    公務員制度改革公務員制度改革公務員制度改革公務員制度改革のののの基本方針基本方針基本方針基本方針 
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行政の維新プロジェクト「改革の工程」（平成 24 年度改訂版） 

（６）人材育成基本方針を改定します。【実施済】 

 

６ 職員体制見直しの骨子 

（１）事務事業等を見直し、正職の採用については、3年間（平成24年度～平成26年度）全

面停止を図ります。 

（２）事業見直し及びアウトソーシング推進の部局別推進計画結果を職員体制再構築計画(案)

（平成20年4月～平成25年4月）に反映し、職員体制をさらに見直すことで、平成24

年4月までに住民千人当たりの職員数（普通会計）を全国特例市平均水準の6.55人

注(3)

以下とします。【実施済】 

（３）(仮称)次期職員体制計画（平成25年4月～平成30年4月）を策定し、平成30年4月ま

でに住民千人当たりの職員数（普通会計）を6.00人以下とします。 

（４）各部局に人事権等の権限を付与するなど、部内で柔軟な運用が可能となる方策を実施

した上で、各部局に責任をもった計画策定と計画実行を求めます。 

（５）職員体制評価委員会が一元的に評価・判断を行い、進捗状況を把握します。 

 

主な取組のスケジュールと効果見込額        

 

（単位：億円） 

 

 

                                                   
注(3) 平成 22 年度総務省定員管理調査の結果から、特例市平均水準を算出しています。 
注(4) 効果見込額には含みません。 
注(5) 公務員制度改革による人件費削減の結果反映される国庫支出金の減収額を表示しています。 

取組項目 

平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

平成24年１月～ 実施   
 

実質わたりの是正 

 

  
１.５ １.７ 

平成24年１月～ 実施   
給与水準の適正化など 

（わたり以外）   
４.８ ４.７ 

福利厚生制度の見直し 

 

― 

 

０.１ 

 

０.１ 

 

０.１ 

(４３人

注(4)

) 削減①８９人 削減②４０人 削減③６２人  

職員体制見直し 

 

 ① 

６.５ 

①+② 

１３.４ 

①+②+③ 

１５.４ 

１.４ １２.６ １９.８ ２１.９ 

効果見込額 小計 

(国庫支出金の減額

注(5)

) 
（▲０.２） （▲０.７） （▲１.４） （▲１.６） 

１.１ ０.２ 

４.９ １.２ 

― 
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８.９ 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１）市が独自で実施している事業については原則廃止・縮小の検討を行います。 

（２）単独扶助費については住民一人当たりの額を府内特例市並みとなるよう進めます。 

（３）簡素で効果的・効率的な行政運営をめざして、事務事業のアウトソーシング（民営化、

指定管理者制度、業務委託等）を年次的に進め、職員体制を見直します。 

（４）本来の目的意義が薄れた施設や費用対効果に著しく問題がある市有施設等については、

早期の廃止を検討します。 

（５）主要な見直しについては、外部の有識者を含めた「事業見直し会議」を開催して、公

開で見直しを行ないます。 

（６）事業の見直しを徹底するために、行政評価の内容を抜本的に見直したうえで、すべて

の事業をスクリーニングするとともに、新しく外部評価を導入します。 

（７）庁内分権を推進して、各部長が経営部門の長として経済性・効率性・効果性を重視し

た実施計画を策定し、ＰＤＣＡマネジメントサイクルの確立を図ります。 

（８）一連の改革により、経営資源の最適化を図り、市民の安心、安全な暮らしのための施

策、将来への希望を託す子どものための施策、まちを元気にするための施策に重点的に

取り組み、市民満足度と効率を兼ね備えた最適な事業体系を再構築します。 

２ 見直し結果の反映 

見直しの結果は、実施計画及び予算編成において、計画的に反映していきます。 

 

主な取組のスケジュールと効果見込額               

 

（単位：億円） 

 

                                                   
注(6) 事業見直し（第 1 弾）に伴う国・府支出金の減収額や市債の影響額等を表示しています。 

取組項目 

平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

実施（第1弾）    

  
  

 
実施① 実施② 実施③ 

事業の見直し 

 ① １０.２ ①+②２２.２ ①+②+③２５．０ 

市有施設の早期見直し 

 

― 

実施① 

①  ０.１ 

実施② 

①+②０.２ 

実施③ 

①+②+③１.０ 

５.６ １９.２ ２２.４ ２６.０ 
効果見込額 小計 

(国庫支出金の減額

注(6)

) 
（▲２.４） （▲５.３） （０.１） （０.２） 

５５５５    事業事業事業事業のののの見直見直見直見直しししし実施方針実施方針実施方針実施方針 

５.６ 

― 
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１ 基本的な考え方 

道路や橋りょう、上下水道などの社会生活基盤、公共用地を含めた公共施設は、世代を超

えた市民の共有財産と位置づけるとともに、経営管理の視点から最適化を進めることが必要

となります。 

公共施設の最適化にあたっては、全体の総量の縮減及び質的な見直しを図るとともに、計

画的な利活用や保全管理、再整備など、戦略的かつ効果的な対策を検討し、良好な施設機能

を長期的かつ安定的に供給することを目的として「公共施設の最適化方針」を策定します。 

 

（１）財務の視点 

施設運営コストの削減や運営効率の向上、ライフサイクルコストの削減に止まらず、

経済性と効率性の2つの視点から、施設に係るトータルコスト及び財政負担の縮減を図り

ます。 

（２）供給の視点 

公共施設の機能と求められるニーズ及び役割を精査し、効率性及び有効性の視点から、

その役割を終えたものや民間施設において同等のサービス供給が期待できる施設につい

ては、市民満足度の維持・向上を前提として公共政策としてのアウトソーシング推進の

意義を反映し、積極的に民間施設によるサービス供給への転換を図ります。 

（３）品質の視点 

災害の際の避難場所としての役割を担う公共施設において、耐震の課題に取り組むな

ど、安全性確保を前提にした施設をめざすとともに、適切な維持管理による環境問題へ

の対策や、ユニバーサルデザインの視点を踏まえた施設機能の向上など社会的要請への

対応を図ります。 

２ 具体的な取組 

（１）戦略的かつ効果的に最適化を進める組織体制の整備 

（２）道路、橋りょう及び公共用地を含めた公共施設情報の一元管理 

（３）施設白書の作成及び公表 

（４）用地利活用検討書の作成及び公表 

（５）公共施設最適化計画等の策定及び公表 

（６）計画の進行管理 

取組のスケジュール 

 

取組項目 

平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

公共施設の最適化方針大枠策定 ○    

施設白書作成・公表  ○   

公共施設最適化計画策定   ○  

個別施設に係る活用策具体

化、再整備、保全管理事業化 

   ○ 

６６６６    公共施設公共施設公共施設公共施設のののの最適化方針骨子最適化方針骨子最適化方針骨子最適化方針骨子 
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１ 「行政の維新プロジェクト」の主な取組課題による効果見込額 

（単位：億円） 

取組課題 

平成 23 年度 

(2011 年度) 

平成 24 年度 

(2012 年度) 

平成 25 年度 

(2013 年度) 

平成 26 年度 

(2014 年度) 

歳 入 確 保 策 の 実 施 ２.９ １７.０ ２０.９ ２１.２ 

公 務 員 制 度 の 改 革 １.２ １１.９ １８.４ ２０.３ 

事 業 の 見 直 し ３.２ １３.９ ２２.５ ２６.２ 

合  計 ７.３ ４２.８ ６１.８ ６７.７ 

備考 １ 効果見込額は、国・府支出金や市債の影響額を差し引いた後の金額を表示しています。 

２ 取組課題ごとに四捨五入した金額を表示しているため、合計と一致しません。 

２ 「行政の維新プロジェクト」の各取組前後の比較 

（１）取組前 （平成23年8月末時点） 

【第２期財政健全化計画の取組前】 （単位：百万円） 

区 分 

平成23年度 

（2011年度） 

（決算見込み） 

平成24年度 

（2012年度） 

（推  計） 

平成25年度 

（2013年度） 

（推  計） 

平成26年度 

（2014年度） 

（推  計） 

市 税 ６１,７２３ ６１,１７６ ６１,７７０ ６１,８１６ 

使用料・手数料 ２,８２２ ２,９０３ ２,９３２ ２,９５１ 

国 庫 支 出 金 １９,０７９ ２１,６６２ ２２,２８７ ２１,８６８ 

財 産 収 入 ３４ ３９ ３７ ３６ 

諸 収 入 １,０４３ １,２６８ １,３０１ １,３２８ 

そ の 他 ２１,２１９ ２７,６６１ ２３,５２５ ２０,７５７ 

歳 

 

 

入 

計 １０５,９２０ １１４,７０９ １１１,８５２ １０８,７５６ 

人 件 費 ２３,９０１ ２３,７３５ ２３,８９２ ２３,６０２ 

物 件 費 １５,５２６ １６,０８８ １６,２３６ １５,９３７ 

扶 助 費 ３１,５４９ ３２,６１８ ３２,９５１ ３３,３０５ 

補 助 費 等 ４,８７１ ４,０５７ ３,９７５ ４,２２２ 

繰 出 金 １２,３１７ １２,１４１ １１,８７７ １１,５４６ 

そ の 他 １７,７５６ ２６,０７０ ２５,６７３ ２５,８２１ 

歳 

 

 

出 

計 １０５,９２０ １１４,７０９ １１４,６０４ １１４,４３３ 

実 質 収 支 ０ ０ ▲ ２,７５２ ▲ ５,６７７ 

単 年 度 収 支 ０ ０ ▲ ２,７５２ ▲ ２,９２５ 

      

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 額 ０ ０ ０ ０ 

財 政 調 整 基 金 取 崩 し 額 ２,０７５ ５,７８１ １,５８６ ０ 

財政調整基金年度末残高 ７,３６６ １,５８６ ０ ０ 

      

経 常 収 支 比 率 １０２.２％ １０４.９％ １０４.４％ １０３.７％ 

７７７７    各課題各課題各課題各課題のののの取組取組取組取組によるによるによるによる効果見込額効果見込額効果見込額効果見込額のまとめのまとめのまとめのまとめ（（（（平成平成平成平成 24242424 年年年年 8888 月末月末月末月末時点時点時点時点）））） 
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（２）取組後 

【第２期財政健全化計画＋「行政の維新プロジェクト」の取組後】 

（単位：百万円） 

区 分 

平成23年度 

（2011年度） 

（決  算） 

平成24年度 

（2012年度） 

（決算見込み） 

平成25年度 

（2013年度） 

（推  計） 

平成26年度 

（2014年度） 

（推  計） 

市 税 ６１,８５９ ６２,２５８ ６２,１８４ ６２,４６２ 

使用料・手数料 ２,７３９ ２,９９３ ３,３０４ ３,３１９ 

国 庫 支 出 金 １８,７４０ １７,６４７ ２０,９５１ ２０,４１９ 

財 産 収 入 ２１２ １,０２９ １,０３４ １,０３３ 

諸 収 入 ２,４１３ ４,０５０ ２,２５１ ２,３２３ 

そ の 他 ２２,０１８ ２５,７２６ ２２,９３６ ２４,３８１ 

歳 

 

 

入 

計 １０７,９８１ １１３,７０２ １１２,６６１ １１３,９３８ 

人 件 費 ２３,９３０ ２１,５０７ ２０,９３７ ２０,６１９ 

物 件 費 １５,２０２ １４,８２４ １４,５９１ １５,１５８ 

扶 助 費 ３０,９２１ ３０,７３２ ３０,３７７ ３０,５４７ 

補 助 費 等 ４,２７０ ６,６３４ ４,３８７ ４,３４９ 

繰 出 金 １２,７０２ １５,０６８ １２,９９４ １２,４９３ 

そ の 他 １９,９４１ ２４,４２６ ２７,４５６ ２８,３６９ 

歳 

 

 

出 

計 １０６,９６７ １１３,１９１ １１０,７４１ １１１,５３５ 

実 質 収 支 ７７ ５１１ 1,９２０ ２,４０２ 

単 年 度 収 支 ▲８５ ５１１ １,４０８ ４８３ 

  

    

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 額 ０ ０ ０ ０ 

財 政 調 整 基 金 取 崩 し 額 ２５０ ０ ０ ０ 

財政調整基金年度末残高 ９,２６９ ９,２７０ １０,１６４ １１,８２４ 

  

    

経 常 収 支 比 率 １０２.３％ ９７.１％ ９５.２％ ９４９４９４９４....９９９９％％％％    

 

＜参考＞ 各年度の経常収支比率の内訳                 （単位：％） 

区 分 

平成23年度 

（2011年度） 

平成24年度 

（2012年度） 

平成25年度 

（2013年度） 

平成26年度 

（2014年度） 

人   件   費 ３３.６ ３０.３ ２９.２ ２８.６ 

物   件   費 １９.０ １８.９ １９.１ １９.３ 

維 持 補 修 費 ３.４ ３.４ ３.１ ３.１ 

扶   助   費 １４.９ １３.６ １３.２ １３.７ 

補  助  費  等 ５.０ ４.４ ５.４ ５.３ 

公   債   費 １１.８ １１.５ １０.９ １０.３ 

繰   出   金 １４.６ １４.９ １４.４ １４.５ 

 


